
相模原市重度障害者住宅設備改善費助成要綱

(目的)

第１条 この要綱は、在宅の重度障害者又はその保護者が住宅設備を障害者に適す

るように改善するための経費等を助成し、生活環境整備の促進を図ることにより、

在宅生活を容易にし、もって福祉の増進を図ることを目的とする。

(助成対象の工事等及び助成対象経費上限額)

第２条 この要綱において助成の対象となる工事及び設備(以下「助成対象工事等」

という。)は、次の各号に定めるものとし、その助成の対象経費の上限額(以下「助

成対象経費上限額」という。)は、当該各号に定める額とする。

（１）既存住宅における浴室、便所、玄関、台所及び廊下等の改善工事その他市長

が必要と認めた工事 ８０万円

（２）天井走行式移動リフト(キャリアによって対象者の室間等の移動を可能とす

るもので操作が容易なものに限る。) １００万円

（３）環境制御装置(対象者が電気製品や住宅設備等を電気的に操作することがで

きるものに限る。) ６０万円

２ 前項第２号及び第３号に規定する助成対象工事等に係る助成の対象経費は、当

該機器の購入に要する経費のみとし、設置工事に要する経費は含まないものとす

る。ただし、前項第１号に規定する助成対象工事等を併せて行うときは、機器の

設置工事に要する経費を前項第１号に規定する助成対象工事等の経費とするこ

とができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、介護保険法(平成９年法律第１２３号)第４５条の

規定による居宅介護住宅改修費若しくは同法第５７条の規定による介護予防住

宅改修費の支給又は相模原市障害児者住宅改修費給付事業実施要綱(平成１８年

１０月１日施行)に基づく助成を受けることができる工事又は設備については、

この要綱による助成は行わないものとする。ただし、市長が必要と認めるときは、

この限りでない。

(助成対象者)

第３条 この要綱において助成の対象となる者(以下「助成対象者」という。)は、

在宅で市内に住所を有する者で、助成対象工事等ごとに、次の各号に掲げるもの

とする。

（１）前条第１項第１号に規定する助成対象工事等の対象者は、次のいずれかに該

当し、住宅設備を改善する必要があるものとする。

ア 身体障害者福祉法第１５条第４項に規定する身体障害者手帳の交付を受け

た者(１８歳未満のものを含む。以下「身体障害者」という。)であって、身

体障害者福祉法施行規則(昭和２５年厚生省令第１５号。以下「省令」という。)

別表第５号に規定する級別のうち１級又は２級に該当するもの

イ 児童福祉法(昭和２４年法律第１６４号)第１２条第１項に規定する児童相

談所又は知的障害者福祉法(昭和３５年法律第３７号)第１２条第１項の規定



による知的障害者更生相談所(以下「相談所等」という。)において知的障害

であると判定された者のうち知能指数が３５以下であるもの

ウ 省令別表第５号に規定する級別のうち３級に該当する身体障害者であって、

かつ、相談所等において知的障害であると判定され、その知能指数が５０以

下であるもの

（２）前条第１項第２号に規定する助成対象工事等の対象者は、省令別表第５号に

規定する級別が下肢又は体幹の１級又は２級である身体障害者であって、移動

に困難を有する、３歳以上かつ６５歳未満のものとする。

（３）前条第１項第３号に規定する助成対象工事等の対象者は、省令別表第５号に

規定する級別が肢体不自由の１級又は２級である身体障害者であって、上肢及

び下肢の障害を有する１８歳以上のものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象者及び助成対象者が属する世帯の世帯員

（以下「助成対象者等」という。）に係る前年分(１月１日から６月３０日までの

間に決定されるものについては、前々年分。以下同じ。)の所得税の額を合算し

た額が１，８７９，５０１円以上であるときは、助成の対象とはならない。

３ 前項に規定する所得税とは、所得税法(昭和４０年法律第３３号)、租税特別措

置法(昭和３２年法律第２６号)及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等

に関する法律(昭和２２年法律第１７５号)の規定によって計算される所得税を

いう。ただし、所得税額の計算においては、次の規定は適用しないものとする(以

下同じ。)。

（１）所得税法第７８条第１項並びに第２項第１号、第２号(地方税法第３１４条

の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。)及び第３号(地方税法第３１４条

の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。)、第９２条第１項及び第９５条

第１項から第３項まで

（２）租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第３項、第４１条の２、第４１

条の３の２第４項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の１９の３第１項及

び第２項、第４１条の１９の４第１項及び第２項並びに第４１条の１９の５第

１項

（３）租税特別措置法の一部を改正する法律(平成１０年法律第２３号)附則第１２

条

(助成の限度)

第４条 この要綱による助成は、助成対象者の属する世帯につき、第２条第１項各

号に掲げる助成対象工事等ごとに、当該各号に定める助成対象経費上限額までと

する。ただし、市長が特に必要と認めたときはこの限りでない。

(助成金の額)

第５条 助成金の額は、助成対象工事等ごとに、助成対象工事等に係る経費の額と

助成対象経費上限額(この要綱による助成を受けている者が属する世帯について

は、助成対象経費上限額から既に受けている助成に係る助成対象工事等の経費を



減じた額)を比較していずれか少ない方の額(以下「助成対象基準額」という。)

から助成対象基準額に別表に掲げる階層区分ごとに規定する自己負担率を乗じ

て得た額(１円未満の端数は切り捨てるものとする。)を減じた額とする。

(助成の申請)

第６条 助成を受けようとする者又はその保護者(以下「申請者」という。)は、助

成対象工事等に着手する前に、次の書類を市長に提出しなければならない。

（１）相模原市重度障害者住宅設備改善費助成申請書(第１号様式)

（２）助成対象工事等の見積書及び工事図面

（３）別表に規定する自己負担率を決定するために必要な書類(生活保護受給証明

書、源泉徴収票、課税証明書等)

（４）相模原市重度障害者住宅設備改善工事等承諾書(第２号様式)(助成対象者が

居住する住居が借家である場合に限る。)

（５）その他市長が必要と認める書類

(助成の決定及び通知)

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、助成の

可否について決定するものとする。

２ 市長は、前項に規定する審査を行った結果、助成を決定したときは相模原市重

度障害者住宅設備改善費助成決定通知書(第３号様式)を、助成しないことを決定

したときは相模原市重度障害者住宅設備改善費助成却下通知書(第４号様式)を

申請者に交付するものとする。

(工事等着手及び内容の変更等)

第８条 助成の決定を受けた者(以下「助成決定者」という。)は、速やかに助成対

象工事等に着手するものとする。

２ 助成決定者は、助成対象工事等の内容を著しく変更しようとするとき、又は助

成対象工事等を中止し、若しくは廃止するときは、市長に相模原市重度障害者住

宅設備改善工事等変更届 (第５号様式)を提出し、承認を受けなければならない。

(完成届の提出)

第９条 助成決定者は、助成対象工事等が完成したときは、速やかに相模原市重度

障害者住宅設備改善工事等完成届(第６号様式。以下「完成届」という。)を市長

に提出しなければならない。

２ 市長は、完成届の提出があったときは、速やかに現地調査により完成検査を行

うものとする。

(助成金の請求及び支払)

第１０条 助成決定者は、前条第２項の規定による完成検査の終了後、相模原市重

度障害者住宅設備改善費助成金請求書(第７号様式。以下「請求書」という。)

を市長に提出するものとする。

２ 市長は、請求書の提出があったときは、速やかに助成金を支払うものとする。

(返還)



第１１条 市長は、偽り、その他不正な行為により助成金を受けた者があるときは、

その者から当該助成金の全部又は一部を返還させることができる。

(委任)

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

１ この要綱は、昭和４５年度分の補助金から適用する。

２ 昭和４４年度分の補助金については、なお従前の例による。

３ この要綱は、昭和５２年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、昭和５６年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、昭和５８年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、昭和６０年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成元年１２月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成１１年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から適用する。

附 則

１ この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

２ 重度障害者住宅設備改善費助成申請書等の様式(第１号様式)については、当分

の間従前の例によることができる。

附 則

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２０年８月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。

附 則



この要綱は、平成２７年５月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年１２月２１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年１月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

別表(第５条関係)

助成対象者が属する世帯の階層区分 自己負担率

１

生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)による保護を受け

ている世帯(単給世帯を含む。)又は中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律(平成６年法律第３０号)

による支援給付を受けている世帯 ０

当該年度分(４月１日から６月３０日までの間に決定され

るものについては、前年度分。)の市町村民税非課税世帯

前年分の所得税非課税世帯

２

１を除き前年

分の所得税課

税世帯

本人及び世帯員に係る所得税額を合算し

た額が１５，０００円以下である世帯
１／４

３

本人及び世帯員に係る所得税額を合算し

た額が１５，００１円以上１５０，００

０円以下である世帯

１／３

４

本人及び世帯員に係る所得税額を合算し

た額が１５０，００１円以上１，８７９，

５００円以下である世帯

１／２

備考

この表において「市町村民税」とは、地方税法(昭和２５年法律第２２６号)規定

による市町村民税(同法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３２

８条の規定によって課する所得割を除く。)をいう。



第１号様式(第６条関係)

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成申請書

年 月 日

相 模 原 市 長 あて

住所 相模原市

氏名

電話番号

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成要綱第６条の規定により住宅設備改善費につい

て申請します。

対

象

障

害

者

名

氏名
（明 大 昭 平 年 月 日生 歳）

申 請 者

との続柄

障害

□身体障害 年 月 日交付 第 号

障害名 級

□知的障害 年 月 日判定 ＩＱ

改

善

工

事

の

内

容

改善

箇所

□浴室 □便所 □居室 □玄関 □その他（ ）

□天井走行式リフト □環境制御装置

改善の

説明

予定工事

期間
年 月 日から 年 月 日まで

□住宅改善(助成対象経費上限額８０万円)

□天井走行式移動リフト(助成対象経費上限額１００万円)

□環境制御装置(助成対象経費上限額６０万円)

(工事経費総額) 円

(装置経費総額) 円

(装置経費総額) 円

備

考

※ 相模原市重度障害者住宅設備改善費助成の決定のために必要があるときは、私及び私の世帯

員の所得税額及び市町村民税額等の状況につき、相模原市長が調査することに同意します。

氏名



第２号様式(第６条関係)

相模原市重度障害者住宅設備改善工事等承諾書

年 月 日

借家人 住所 相模原市

氏名 様

家主 住所

氏名

下記の住宅設備改善を承認します。

住宅の所在地

改善箇所

改善の内容



第３号様式(第７条関係)

年 月 日

様

相模原市長

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成決定通知書

年 月 日付で申請のあった相模原市重度障害者住宅設備改善費助成に

ついては、次のとおり決定したので通知します。

対 象 者

住 所 相模原市

対象とする

経 費

助 成 金 額

注意事項

１．この通知を受けとった後、速やかに住宅設備改善に着手してください。

２．住宅設備改善の内容を著しく変更するときは、事前に市長の承認を受けてください。

３．住宅設備改善が完成したときは、速やかに下記窓口に連絡し、完成届を提出してください。

４．助成金の支払いは、住宅設備改善完了後、請求に基づいて行います。



第４号様式(第７条関係)

年 月 日

様

相模原市長

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成却下通知書

年 月 日付で申請のあった相模原市重度障害者住宅設備改善費助成に

ついては、次のとおり却下したので通知します。

却下理由

対 象 者

住 所 相模原市

対象とする

経 費

助 成 金 額

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、相模原市長に対して審査請求をすることができます。

２ この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に相模原市を被告として（相模原市長が被告の代表者となります。）処分の取消

しの訴えを提起することもできます。

３ 上記１の審査請求をした場合においては、当該審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に相模原市を被告としてこの処分の取消

しの訴えを提起することができます。



第５号様式(第８条関係)

相模原市重度障害者住宅設備改善工事等変更届

年 月 日

相 模 原 市 長 あて

住所 相模原市

氏名

電話番号

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成要綱第８条の規定により、次のとおり届けます。

変

更

内

容



第６号様式(第９条関係)

相模原市重度障害者住宅設備改善工事等完成届

年 月 日

相 模 原 市 長 あて

住所 相模原市

氏名 印

電話番号

住宅設備改善工事等が次のとおり完成しましたので、相模原市重度障害者住宅設備改

善費助成要綱第９条の規定により届出します。

対象者氏名

住 所 相模原市

完成年月日 年 月 日



第７号様式(第１０条関係)

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成金請求書

年 月 日

相 模 原 市 長 あて

住所 相模原市

氏名 印

電話番号

相模原市重度障害者住宅設備改善費助成要綱第１０条の規定により、次のとおり請求

します。

請求額 円

ただし、相模原市重度障害者住宅設備改善費助成金として


